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第 9 区第 12 r叉
！ω！（副（C) (A）制約
O（人） o(Ti) 3 o!o(r『i)' 13 0 
l 1 2 O I :1 7 I 
2 2 (; 8 I 6 8 JG 
:l 1 1 1 4 9 7 
,1 :l l 2 ! G : 1 7 
5 0 1 1:,1 i 2 7 
fl 4 0 l t 4 I O l 
7 ,3 0 1!4 1 0 1 
8 :o O Oi5 i O 0 
9 10 0 Oil O O 
10 '0 0 Oil O 0 
11 !O O 012 0 o 





第 9区の例では， No目 2-5人；保有地22ライ
に小作地30，計52ライを経営。 No.22-4人；自
作地14ライに小作地17ライ，計31ライを経営。第
12 iz<.：の例では， No.14-5人；自作地 75ライ。






第 9 r~ ；』 12 JX. 左I込I 
5ヲイ未満 。 2 :i 
5-7.5 4 5 
7.5-10 6 ]() 
10--12.5 7 
12.5← 15 4 5 
15-17.5 “ ‘》 10 
17.5-20 l 3 
20-22.5 4 ‘】
22.5-25 。 2 ., ‘》
25-27.5 l 。 l 
27.5← 30 。 。 。
30以上 2 l 
ft ITJJ 40 57 

























20タング未満 : 2P 









29-30 : 0 
30-31 5 
31← 32 3 
32-33 I 3 
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62000-L¥JOOO i 2 
凸1000 0 :i 
0・-1000 11 
l 000-2000 l :l 
2000---3000 10 
:l000-4000 8 
4000-5000 1 :1 
5000ペ｝ツ以上｜ 5 

















































42パーツ， Chiengmai3402パーツ， KonKhaeng/ 










































































































































大体ライ当り平均収量の2分の 1から 3分の Iの
比率にあたる。 10タングを大きく上回る例は次の
ような伊lである。


































































































































































































































世 帯 ； ライ当り収量
7 袋 第9区 No.21 28.9タンゲ
” No. 26 
24.0 
第12区 No.41 i 21. 7 
8 袋 第9fi¥: No. 25: 21.5 
9 袋 第12区 No・14I 28.6 
10 袋 1 No. 17 24.5 
， No. 36 35.0 
11 袋 H No. 5 31.3 
II No. 8 30.3 












































































































































































































































































































































































（注1〕 Fuhs,F. W. & J. Vingerhoets, Rural 
Manpower, Rural Institutions and Rural Em 
36 
ρloy押ientin Thailand, NEDB, 1972, p. 85. 
(iH 2) Uthit Naksawat, Phawa Nisin lae Kan 
Kha Khao khong Chaona Phak Klang Prathet 
Thai 1967/68, NRC, 1970, p. 62. （タイ｜叫中古g農家 Ct
i貨・米穀P.＆光状況〕
（出 3) ウティット｜寺と臼・＇ 1'(/J調丘で113.7パ－ •/' 
[i4家統計1;,;J） 凋ftて96目 14ノ〈ーツである。（Uthit，。j’－
cit., pp. 59-60.) 
〔il4〕 Fuhs,F. W. & J. Vingerhoets, op.「it.'
pp. 102-104. 
( i ); 5) 1972 1, -' J Nakhon Pathom県， Nakhon
Chaisi, Bang Leng若（J）観察による。
〔i・I!6〕 ウテイット「宇土，） 調査では， 1子z当り 9.1
袋（455キログラム〕， Iライ当り 9.8キログラムと推




Ci主9) ウチイット｜宇土の調査によれば，農家 IJi 
当り平均J川 y グ・カオによる負債額は4404.5バ－＇.＇／
中501町2ハ－ ；；で約11%となっている。（Uthit,op. cit., 
p. 72.) 
む す び
以上ナコンナーヨック県ノξーンプラーオ村の二
つの区の事例に依拠しながら，伝統的技術体系に
依存する農業の土地と労働力を中心とした考察を
通じて，また農業経営の分析を通じて，中部米作農
村の技術的後進型と特徴づけられる農業構造の見
取図を描いてみた。冒頭にも記したように，筆者
の意図は，この農業構造が伝統的な農業構造の中
から生じ，一定の商品経済関係の中で変形を加え
ながらも，とくに1960年代の経済発展の中でどの
ような画期的新展開を示し，これに従ってどのよ
うな農民層分解の形を生み出しつつあるのかを，
事実に即してあとづけてみることにあった。残念
ながらこの意図が十分に実現されるような結論を
導き出したとはいえない。その理由としては次の
ようなことが考えられる。
まず第1に調査サンフ。ル数がきわめて少なく，
しかもあまり精密なデータがないにもかかわら
ず，大胆な仮説，推論を行ないすぎたことである。
しかし方法的にL、えば，どんなに精密なデータを
積み重ねても，後者における大胆さがなければそ
のデータをもとに一つの法則を見い出すことはで
きないとャうのが筆者の信条である。おそらく両
方の作業の積み重ねのみがみのりある法則の発見
をもたらすのであろう。
第2には，この種の農村調査によっては，過去
からの歴史的動態的な過程を事実に即して明らか
にすることがきわめて困難であるという事情によ
る。たとえば，土地と労働力の配分の構造を－－－~世
代前にさかのぼって明らかにする作業はきわめて
困難である。しかし，少なくとも構造的な土地や
労働力の集積がなく，両者がサイクノレを描いて一
つの世帯形成システムとその下での農業経常を生
み出していくことを伝統的形態とした小農的農業
構造においては，数世代前からの土地と労働力の
配分構造の軌跡を明らかにすることがぜひとも必
要であり，それなしに村の階層構造を明らかにす
ることはできまい。
第3には，この地域の技術的後進性という特色
に起因する農業構造変容の過渡的性格のためであ
る。おそらく本来的な意味での「新しい生産関数
の形成」，新しい生産力の形成はこのナコンナー
ヨックのような技術的後進地帯においてではな
し技術的先進地帯においてもっとも典型的に見
られるであろう。ナコンナーヨック県の農業にお
いては全体的にみて，土地と労働力の配分構造が，
商品経済の影響の下で伝統的システムからは離れ
つつあるにもかかわらず，技術革新の波をようや
く受けはじめた段階であり，これらの技術革新を
タイ米作農業の経済構造
通じて，いったん伝統的システムが崩壊して生じ
た土地と労働力の配分がある方向性をもって構造
的に定着・してゆく全過程を見通すことができない
事情にある。おそらくこの技術革新＝新しい技術
体系の下での土地と労働力の配分構造，そしてそ
の下で展開する農民層分解の新しい様相は技術的
先進地帯の事例の分析とその後進的類型との対比
の中で明らかにされるであろう。
第4には調査時点が1971年という異常な低米価
の年であり，正常な低米価の年と比較して，たと
えば農業経営上の収益の多少による階層分解の様
相などが十分に把握できなかったことによる。と
くにこの低米価の事態はとくに農業従事労働力の
配分構造に異常な影響を与え，このため農外収入
の比重が異常に重要になったとみられる。筆者が
この調査の報告を鴎賭したのは一つにはこの異常
時を考えてのととであった。
およそ以上のような諸理由によって，多分その
大半は第 lの理由によって，筆者の意図は実現さ
れたというにはほど速し今後のより詳細な調査
のための枠組をつくる手がかりができたにとどま
る。しかし以上のきわめて初歩的でラフな考察と
分析の中からも次のような点がほぼ明らかになっ
た。
(1）伝統的な土地の獲得・配分のサイクルは主と
して地価の高騰とその結果としての購入による土
地追加の可能性の低下のため順調な進行を妨げら
れつつある。この結果次世代への相続地の分割規
模も制限される傾向にある。他方でこれと逆に，
A 部の在村地主への土地集積と不在地主への土地
集中とが進行しつつある。前者の場合は依然均分
相続の建前が貫かれているため，構造的な大土地
所有が形成されるか杏かは不確かであるが，後者
の不在地主の土地集積と集中化傾向はかなり構造
37 
的なものとみられる。
(2）労働力は，特定の大規模経営では不足してお
り，この不足分は「ゆいI慣行の消滅のため，日
雇労働力で補充される。この日雇労働力は基本的
には，近隣の土地の全くない日雇労働者二世帯およ
び労働力に対して経営，所有規模が相対的に少な
い世帯の季節的，構造的余剰労働力によって補充
される。この労働力不足は土地の集積，経営地の
集積にもかかわらず家族労働力の一部が農外に流
出する結果として生ずる。しかし近隣の労働力に
よって補充される限りでこの特定の経営の均衡は
保たれる。
(3）農業経営収入のもっとも基本的な項目である
米の販売による収入は， 1971年の価格水準では80
戸中26戸（約3分の I）の農家に農業収入のみで
最低限の家言｜支出を保証することができるにすぎ
ないが，収穫が一定で米価が回復すれば51!1］以h
の農家の専業化が可能である。米価水準は農業収
益に決定的な影響を与える。
(4）農業経営支出の最も基本的な項目は日雇労賃
支払の支出でああ。次に煮要なのは肥料および負
債利子支払であるが，負債は特定の土地所有農家
に偏る傾向がある。今後技術革新の進むにつれ，
肥料はもちろんその他近代的投入財への支出の比
重が増し，日高労賃支出の比重が相対的に低下す
る可能性がある。日雇労賃はこれまで農村の内部
においである意味で大規模所有，経営農家とそう
でない農家との聞の所得再配分の機能を呆たして
きたのであるが，その機能が消滅し，潜在的過剰
労働力としての日雇労働力は現実に過剰となる。
(5）農産物価格水準と米作コストとのかねあいは
土地と労働カの配分，生産的利用度を決定するも
っとも重大な要因である。前者が依然として低水
準であるにもかかわらず，後者の上昇傾向が予想
38 
され，しかもそれが労賃コストから投入財コスト
への比重を高め，かつもしコストに見合う収益が
必ずしも期待されない場合は次の事態が予想され
る。第 1は土地の生産的役割の低下と投機的役割
の増大，第2は農村における雇用機会の減少と労
働力過剰の顕在化，第3はごく一部の生産性をあ
げうる企業的農業の成立とその他農家の兼業化，
半賃労働者化。農家を上，中，下に分ければごく
e郎の上層は農業の企業化あるいは土地の投機化
による寄生化によりますます富裕となり，中は兼
業化を通じて経営収益は犠牲にしても農業を維持
し， 下は農外雇用を原則として適当な雇用源がな
い限りで過剰労働力人口を形成する。
(6）ナコンナーヨックの農業は（5）に予想される事
態の初期段階にさしかかったところである。技術
的後進性のため，農民層分解は基本的に土地と労
働力配分の不平等を通じて生じている。しかしこ
の分解は一方での村内における土地集中の未成熟
さと，他方での都市化の影響による上層農家の労
働力不足とによって，日雇賃料支払という形での
所得再配分が行なわれるため，徐々にしか進行し
ない。米価の低水準もこの事態に貢献するー要因
である。米作コスト高は基本的には労賃コストの
上昇という形をとっている。
以上でかなり大胆な仮説と推論をまじえて，
1960年代の経済発展がもたらした新しい様相を念
頭において，技術的後進型の農業構造とその下で
の農民層分解の特徴をさぐってみた。くり返し釈
明したように，この報告は調査データとしては全
く不完全なものである。また方法論的にも，さし
あたり生産3要素の分析の形をとっており，まだ
本質的議論を展開しているとはいえない。今後の
課題としたい。
（調査研究部）
